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はじめに 高齢者虐待防止に向けて

令和8年3月
「介護施設・事業所等における高齢者虐待防止措置等の体制整備の状況等に関する調査研究事業」検討委員会 委員一同

本年は、高齢者虐待防止法（高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律）が、平成18年（2006年）
に施行されてから、20年が経過する節目の年です。この間の高齢者福祉に携わる関係者一人ひとりのたゆむことのない尽力の甲斐あっ
て、高齢者虐待は、「家庭内の問題」や「施設内の不祥事」といった個別の事案ではなく、社会全体で発生予防・早期発見に向けて対
応すべき課題であるとの認識が定着してきました。

そのような認識のもと、相談・通報窓口の整備や発生時の対応マニュアルの策定等の各自治体における体制整備が進み、令和3年
度介護報酬改定・基準省令改正においては、すべての介護サービスにおいて高齢者虐待防止のための体制整備等の取組が義務化さ
れるなど、高齢者虐待の防止に向けた制度上の働きかけや現場での積極的な取組が着実に行われてきているところです。

しかし、介護現場および高齢者やその家族を取り巻く社会的環境の変化等も相まって、本年においても、高齢者に対する虐待事例
は後を絶たず、適正な手続きを経ていない身体的拘束等についても依然として発生し続けています。

高齢者虐待は決してあってはならない行為です。その一方で、介護現場では多様な利用者への対応や深刻な人手不足に伴う業務
負担など、様々な困難があることも事実です。現場の実情を踏まえながら、高齢者虐待を未然に防ぐための取組を実施し、高齢者虐
待を生まない職場づくりを考えていくことが求められています。

こうした背景から、高齢者虐待防止・身体的拘束廃止等の取組のさらなる推進に向けて、「介護施設・事業所等で働く方々への高
齢者虐待防止のためのポイント集」と称し、高齢者虐待防止のために求められる体制整備の概要や具体的な体制整備に向けたポイン
ト、実践事例を記載した普及・啓発資料を作成しました。

本啓発資料は、介護サービス事業者を主な対象としていますが、高齢者住まいや高齢者とかかわる関係機関であっても高齢者の尊
厳を支えるために有用な内容を含んでいます。また、自治体にとっても、高齢者虐待の防止に向けた実施内容の把握や指導に役立つ
情報を含んでいます。本啓発資料を介護現場で活用し、高齢者虐待の防止、ひいては高齢者の尊厳を支えるケアの実現に向けて役
立てていただければ幸いです。
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Ⅰ

1. 高齢者虐待防止に向けて

2. 高齢者虐待防止と身体的拘束等の適正化の一体的な推進

Point
１．高齢者虐待の基本と責務

➢ 虐待は身体的・心理的・性的・経済的・ネグレクトの5種類があります。

➢ 施設・事業所は早期発見と通報義務、国や自治体施策への協力が求められます。

２．体制整備の義務化

➢ 令和3年度介護報酬改定ですべての介護サービスで虐待防止の体制整備が義務化されました。

➢ 体制整備として、委員会の設置、指針の作成、研修の実施、担当者の配置が必須です。

３．身体的拘束と虐待の関係

➢ 施設等では「緊急やむを得ない」場合を除いて身体的拘束が禁じられています。

➢ 身体的拘束は利用者に身体的・精神的な悪影響を及ぼし、虐待に該当します。

４．高齢者虐待防止と身体的拘束等の適正化の一体的な推進

➢ 委員会や研修は、高齢者虐待防止と身体的拘束等の適正化を一体的なテーマとして、実施できます。

➢ 指針は高齢者虐待防止と身体的拘束等の適正化で、それぞれ独立して作成することが求められます。

高齢者虐待防止のために求められる体制整備の概要
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虐待防止は、介護の基本理念の実現に向けて必要不可欠な取組です。

介護の基本理念の実現に向けた高齢者虐待防止

高齢者虐待防止と介護の基本理念の実現

• 介護の基本理念は、高齢者の尊厳の保持を基本に据えた自立支援と自己決定の尊重です。高齢者の尊厳を支えるケアとは、高齢者がたとえ介護を必要する
状態となっても、その人らしい生活を自分の意思で送ることを可能とすることです（「2015年の高齢者介護～高齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて～」）

• 高齢者虐待は、高齢者の尊厳を大きく毀損する行為といえます。高齢者虐待防止は、介護を提供する事業者・高齢者福祉に携わる職員一人ひとりの責務で
あるとともに、介護の基本理念である高齢者の尊厳を支えるケアを行うためにも必要不可欠な取組です。

高齢者の尊厳を支えるケアの実現が目的

• 高齢者虐待防止に取り組む際には、虐待防止そのものが目的で
はなく、その先の高齢者の尊厳を支えるケアの実現が目的であるこ
とを意識することが重要です。

• そのためには、尊厳を支えるケアを組織全体の取組として捉え、組
織全体が一丸となって取り組むことにより、組織文化として根付か
せていくことが求められます。

高齢者の尊厳を支えるケアの一環としての取組

Ⅰ-1. 高齢者虐待防止に向けて

高齢者虐待防止とケアの質向上

組織文化の醸成に向けた取組

チームでの取組や職員間で支え合うための仕組みが重要

• 高齢者虐待防止の取組は、施設長や個々の職員が単独で取り
組んでもうまくいきません。高齢者虐待の防止とその先の目指すケ
アの実現に向けて、組織としてチームで取り組むことが求められます。

• 日々のコミュニケーションや定期的な面談等を通じて職員同士で
気づき・支え合う仕組みを築き、組織文化として高齢者虐待や身
体的拘束等を生まない職場づくりを目指していくことが重要です。

介護の基本理念
（尊厳の保持を基本に据えた自立支援と自己決定の尊重）

高齢者の尊厳を支えるケアの実現
たとえ介護を必要とする状態になっても、

その人らしい生活を自分の意思で送ることを可能とすること

高齢者虐待の発生防止（予防）

組織文化の醸成

個々に応じた
ケアの実践

職員教育
知識定着

各種委員会
の開催・実践

原因分析
再発防止

高齢者虐待防止の取組

ケア技術向上に
向けた自己研鑽
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虐待防止は、職員の倫理観の問題だけではなく、組織の課題として取り組む必要があります。

高齢者虐待防止にむけた組織マネジメントのポイント

• 虐待防止は現場職員の倫理観だけに委ねるものではなく、事業所全体の組織マネジメントとして取り組む必要があります。

• 管理者は、利用者の尊厳保持を事業所の基本方針として明確化し、日常の会議や研修の中で繰り返し共有することが重要です。

• 虐待防止はコンプライアンスの一項目ではなく、ケアの質と事業継続を支えるマネジメント課題であるといえます。

Ⅰ-1. 高齢者虐待防止に向けて

高齢者虐待防止に向けた組織マネジメント

• 虐待や虐待が疑われるケアの背景には、職員の疲労やストレス、業務過多などの要因が存在していることがあります。

• 虐待発生の要因として、職員のストレスや相談体制の不足、管理体制の不十分さなどが指摘されています。職員のストレスを放置
すると、虐待と疑われるような声かけや威圧的な対応などのリスクが高まるため、ストレスマネジメントは虐待防止の重要な施策です。

• 虐待が発生した場合、個人の責任追及だけで終わらせるのではなく、組織として原因分析を行うことが重要です。

• 再発防止に向けては管理体制や業務体制などの背景要因を含めて検討する必要があるとされています。

• 虐待防止は、小さな違和感やヒヤリ・ハットなどの気づきから始まることがあります。

• そのため、問題が深刻化する前に職員同士で共有できる環境を整えることが重要です。管理者は、「問題を隠さない職員が評価さ
れる」というメッセージを明確にし、報告や相談をしやすい職場環境を整備することが必要です。

• 介護業界では人材不足が深刻化しており、職員は事業運営を支える重要な人的資源です。虐待防止は利用者の権利擁護だけ
でなく、職員の離職防止、ケアの質向上、組織の持続可能性の確保にも直結します。

• そのため、管理者は職員を単なる労働力ではなく「人的資源」として捉え、職員が安心して働き、互いに支え合える組織文化を構築
することが重要です。

組織マネジメントとして
「虐待防止」を位置付ける

職員のストレス
マネジメント

気づきを共有できる
職場文化をつくる

事案発生時は
原因分析を重視する

職員は運営における
大切な資源
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高齢者虐待とは

Ⅰ-1. 高齢者虐待防止に向けて

高齢者虐待防止法が施設・事業所に求める責務

高齢者虐待となる行為

• 高齢者虐待は、広い意味では「高齢者が他者からの不適切な扱いにより、権
利利益が侵害される状態や生命、健康、生活が損なわれるような状態に置か
れること」とされています。具体的には、「身体的虐待」「介護・世話の放棄・放
任（ネグレクト）」「心理的虐待」「性的虐待」「経済的虐待」という5つの行為
があり、身体的なもの以外にも虐待行為があることに注意が必要です。

高齢者虐待の行為者

• 高齢者虐待防止法では、高齢者虐待の行為者として「養護者（家族・親族・
同居人等の高齢者を養護している人※）」と「養介護施設従事者等（介護保
険法・老人福祉法に規定する介護サービス等の業務に従事する職員）」を対
象としています。

介護施設・事業所の責務

• 介護施設や事業所内での虐待発生に対しては、利用者の安全確保義務を負
う施設・事業所が責任を持って対応することが求められます。

• 介護施設や事業所は、高齢者虐待の早期発見への努力義務、さらに国や自
治体が行う虐待防止の啓発活動・虐待を受けた高齢者保護のための施策への
協力に関する努力義務が定められています。

従事者に求められること

• 介護従事者は虐待の早期発見に努め、虐待と思われる事態を発見した場合
市区町村等に速やかに通報する義務があります。なお、通報者の保護は法律
上規定されており、事業者が通報したことを理由に従事者に対して不利益な扱
いをすることや、通報者の特定につながる自治体の情報漏洩は禁じられています。

介護施設・事業所の責務や従事者に求められること

介護施設・事業所や従事者には、高齢者虐待の早期発見と速やかな通報が求められます。

※経済的虐待は、養護者以外の別居親族も含まれる

参考：本ページは市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について（国マニュアル）を参考に日本総研作成

養護者

日常的に世話をして
いる家族・親族・同
居人など、高齢者を
現に養護している人

養介護施設従事者等

老人福祉法・介護保
険法に定める養介護
施設・事業所の業務
に従事する人

心
理
的
虐
待

高齢者虐待

65歳以上の人
（＋養介護施設・事業所を
利用する65歳未満障害者）

発見者による通報
（義務/努力義務）

高齢者からの届出

事実確認
介入・支援・モニタリング

市区町村・地域包括支援センター等

（保護や措置、養護者支援を含む）

都道府県

高齢者虐待防止法に基づく対応の全体像
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Ⅰ-1. 高齢者虐待防止に向けて

基準省令等が求める体制整備

高齢者虐待防止の体制整備の義務化

令和６年度から体制整備が義務化

• 高齢者の尊厳や人権を守る観点から高齢者虐待防止の重要性が高まる中、令和3年度介護報酬改定により、介護施設・事業所での高齢者虐待防止に
向けた体制整備がすべての介護サービス施設・事業所の運営基準※1として位置付けられました。

• さらに令和6年度には体制整備の実施が義務化されるとともに、介護施設・事業所での高齢者虐待防止に向けた体制整備が未実施であった場合に報酬を
減算する仕組みも導入され※２ 、施設・事業所は高齢者虐待防止に向け必要な体制整備を図ることが求められています。

体制整備に求められる4つのこと

• 虐待防止の体制整備として、①虐待の予防・早期発見・再発防止の対策などを検討する「委員会
の開催」、②施設・事業所の虐待防止に関する考え方や対応を文書にした「指針の作成」、
③虐待防止の学習をする「研修の実施」、④虐待防止に対応する「担当者の配置」が求められます。

体制整備を通じて虐待が発生しない職場づくりをしていくことが重要

• 必要な体制整備に向けて取り組むことがゴールではなく、組織作りの手段として位置付けることが重
要です。

• 体制整備として行う虐待防止の取組を通じて、職員間の支え合いの仕組みを築いていき、職員の
心理的安全性を高め、組織として虐待が発生しない職場づくりを進めていくことが求められます。

すべてのサービス事業所で取組が求められる

• 虐待防止の取組は、施設だけでなく訪問介護・通所介護・居宅介護支援など在宅系サービスなど、
すべての介護サービス等が対象です。事業所の規模も関係ありません。

• 在宅系サービスでは、従事者が養護者虐待やセルフ・ネグレクト等虐待に準ずる事案の発見者とな
りやすい立場にあることから、それら発見時の対応も求められます。

• 高齢者の生活と権利を守るための責務として、基準で求められている「義務だからやる」のではなく、
日々の業務にも取組を反映・浸透することが大切です。取組が形だけとならないよう注意しましょう。

必要な体制整備の内容と留意事項

「虐待防止の体制整備」はすべての介護サービスで義務化され、4つの要件を満たす必要があります。

委員会

担当者

指針 研修

虐待防止の考え方、
委員会の運営、発生
時対応等を明文化

虐待防止の基本的
な普及・啓発、虐待
防止策の徹底等

委員会を定期的
に開催し、結果を
従業者に周知

虐待防止の措置を
適切に実施するため
の担当者の配置

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成

※1：老人福祉法に基づく老人福祉施設および有料老人ホームでも同様に規定
※2：居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く。
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Ⅰ-2. 高齢者虐待防止と身体的拘束等の適正化の一体的な推進

身体的拘束等の適正化と高齢者虐待の関係

身体的拘束等の禁止

身体的拘束等の禁止規定

• 身体的拘束とは、「本人の行動の自由を制限すること」であり、緊急やむを得な
い場合に適正な手続きを経たものを除き、禁止されています。

• 身体的拘束に該当する行為か判断するうえでのポイントは、「本人の行動の自
由を制限しているかどうか」です。十分なアセスメントや組織および本人・関係者
等での協議を通じて、取組を定期的に見直し、改善していくことが大切です。

禁止の対象となる行為（例）

• 身体的拘束等の禁止規定の対象となる具体的な行為には次のような行為が
挙げられています。しかしこれらは、あくまでも例示であり、他にも身体的拘束等
に該当する行為があることに注意が必要です。

身体的拘束等が与える影響

• 身体的拘束等は、利用者に不安や怒り、屈辱感などの精神的苦痛だ
けでなく、関節の拘縮や筋力低下など身体機能を奪う可能性がありま
す。家族にも精神的負担を与え、介護する側もケアの質や士気が下が
るなど、全員に悪影響があります。

適正な手続きを経ていない身体的拘束等が、高齢者虐待に該当

• 「緊急やむを得ない」場合を除き、適正な手続きを経ていない身体的拘
束等は高齢者虐待にあたります。それらの行為は行政指導の対象とな
り、指定の効力停止など厳しい処分となった事例もあります。

• そのため、身体的拘束等の適正化と高齢者虐待の防止は密接な関係
にあり、一体的な取組の推進が求められます。

身体的拘束等の弊害と高齢者虐待との関係

1 一人歩きしないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

2 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

3 自分で降りられないように、ベッドを柵(サイドレール)で囲む。

4 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。

5
点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、
手指の機能を制限するミトン型の手装等をつける。

6
車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y字型拘束帯や腰ベルト、
車いすテーブルをつける。

7 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。

8 脱衣やオムツはずしを制限するために、介護衣(つなぎ服)を着せる。

9 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッド等に体幹や四肢をひも等で縛る。

10 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

11 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

「適正な手続き」を経ていない身体的拘束等は禁止であり、高齢者虐待にも該当します。

身体的虐待

経済的虐待

性的虐待

心理的虐待

身体的
拘束等

虐待
の種類

放棄・放任
（ネグレクト）

参考：本ページは厚生労働省「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き」を参考に日本総研作成
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Ⅰ-2. 高齢者虐待防止と身体的拘束等の適正化の一体的な推進

身体的拘束等の適正化の推進

「緊急やむを得ない」場合の考え方と手続き

「緊急やむを得ない」場合の3要件

• 利用者の生命や身体を保護するために「緊急やむを得ない」場合には、例外的に身体的拘束
等の実施が許されることがあります。 「緊急やむを得ない」場合とは、①切迫性、②非代替性、
③一時性、の3要件全てを満たした場合を指します。

• 上記の3要件を全て満たしたうえで、委員会での確認や判断、本人・家族への十分な説明、
身体的拘束等が不要になった時の解除など、慎重な手続きのもとで進めていくことが重要で
す。また、身体的拘束等の様子や時間、利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由等の記
録と2年間の保存が義務付けられています。

• 身体的拘束等の適正化と高齢者虐待防止は高齢者の尊厳と権利を守るという観点から、密
接に関係する取組です。両者を一体的に考えながら取組を推進していくことで、それぞれの取組
の効果を高めることが期待できます。

委員会について

• 高齢者虐待防止と身体的拘束等適正化の委員会を一体的に設置・運営することにより、共
通する問題をそれぞれの観点から扱うことによる効果が期待できます。ただし、一体的に取り組む
場合でも、それぞれの委員会の役割や取り扱う事項の範囲を明確化しておく必要があります。

指針について

• 高齢者虐待防止と身体的拘束等適正化では、取り扱う内容や手続きが異なる部分が多くあ
るため、内容としてはそれぞれ独立した指針であることが求められます。一方、それぞれの違いを
踏まえて一体的に検討・見直しを図ることにより、双方の視点が含まれることが期待できます。

研修について

• 高齢者虐待防止と身体的拘束等適正化は関係が深い（一部重なる）テーマとして、一体的
に研修を実施することで、研修効果向上が期待できます。その際、高齢者虐待防止と身体的
拘束等適正化の両面で不足が無い内容にすることが重要です。

高齢者虐待防止との一体的な推進

身体的拘束等と高齢者虐待の問題は相互に関係しており、一体的な取組による効果が期待できます。

高
齢
者
虐
待
防
止

身
体
的
拘
束
等
の
適
正
化

委員会
一体的に運営

（各委員会の役割や
範囲は明確化する）

指針

内容としてはそれぞれ
独立させる

研修
一体的に実施
（両面で不足が
無い内容にする）

「緊急やむを得ない」
場合の3要件

切迫性

身体や生命が危
険にさらされる可能
性が著しく高いこと

身体拘束以外
に代替する方
法が無いこと

一時性

身体拘束や行
動制限が一時
的であること

非代替性
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Ⅱ

Point
１．委員会組織の設置と運営

➢ 虐待防止の中心的役割を担い、予防・早期発見・再発防止を目的としています。

➢ 多職種や外部専門家を含む構成が望ましく、定期的に開催します（オンライン可）。

➢ 担当者を配置し、委員会と現場の連携を強化します。

２．指針の策定と活用

➢ 虐待防止に関する考え方、体制、研修方針、発生時対応などを明記します。

➢ 職員に対しては回覧や読み合わせ、利用者・家族等に対しては掲示・契約時説明などで周知します。

➢ フローチャートやチェックリストなどを活用し、理解しやすく実用的な内容にします。

３．研修の企画と運営

➢ 虐待防止の意義、予防、早期発見、再発防止等をテーマに研修を実施します。

➢ 伝達型（講義等）と参加型（事例検討・ロールプレイ等）を組み合わせることで、理解が深まります。

➢ 外部講師やオンライン研修を活用し、参加率向上と学習効果を高める工夫が重要です。

高齢者虐待防止のための具体的な体制整備にむけて

1. 委員会組織の設置と運営

2. 指針の策定と活用

3. 研修の企画と運営
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Ⅱ-1. 委員会組織の設置と運営

委員会組織の設置・運営の基本

基準省令における規定

施設・事業所内の委員会で高齢者虐待防止に向けた中心的な役割を担う

• 「虐待防止のための対策委員会」（以下、「虐待防止検討委員会」という。）は、施設や事業所で高齢者虐待を防ぐために、とても大切な役割を担っていま
す。この委員会が目指すことは、①虐待を起こさないための予防、②もし起きてしまった場合の早期発見と適切な対応、③再び起こさないための仕組みづく
りの3つです。こうした役割をしっかり確認して、委員会の活動が「形だけ」にならないようにすることが重要です。

虐待防止に向けた担当者の設置

• 施設・事業所内の高齢者虐待防止の取組をきちんと進めるためには、担当者を置くことが求められています。

• 国の解釈通知では、担当者は「委員会の責任者と同じ人が務めるのが望ましい」とされており、委員会と現場の取組がしっかり連携していくことが重要です。

現場の多様な視点を反映するために多様なメンバーで構成する

• 委員会のメンバーは、管理者等の決定権者が構成メンバーに含まれる必要があります。また、
幅広い職種で構成し、メンバーの役割分担を明確にすることが重要です。例えば、委員会で
検討された対策を現場で推進する「チームリーダー」、指針等の本人・家族等への説明や相
談対応を行う「計画作成担当者や相談員」、虐待疑い時の初動対応における医療的ケア
を行う「看護職員」など必要なメンバーを整理します。

• 虐待防止の専門家である医療・司法または社会福祉関係の専門職、行政実務・学識また
は施設運営の経験者や、利用者・家族等の代表者、地域住民の代表者等の外部委員を
迎えることも考えられます。

効果的・効率的な開催を心掛ける

• 委員会の開催頻度については、具体的な回数・期間等は示されていませんが、施設系の
サービス等は身体的拘束等適正化に関する委員会が3か月に1回で開催と決められている
ことから、それをひとつの目安にすることができます。委員会の開催方法については、対面だけ
でなくオンライン会議ツール（ZOOM等）の使用が可能です。

• 委員会では、虐待の防止・発生時の対応・再発防止に関して検討することが求められます。
前述した委員会の役割に応じて、右記の事項について検討します。

委員会の運営形態・実施方法・検討事項

委員会は虐待の予防・早期発見・再発防止の中核であり、現場と密に連携して運営しましょう。

1. 虐待防止検討委員会その他施設（事業所）内の組
織に関すること

2. 虐待の防止のための指針の整備に関すること

3. 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること

4. 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に
関すること

5. 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が
迅速かつ適切に行われるための方法に関すること

6. 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得
られる再発の確実な防止策に関すること

7. 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての
評価に関すること

虐待防止検討委員会での検討事項

※「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の
介護サービス施設・事業所の運営基準に対する解釈通知に記載の内容

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成
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委員会の設置・運営における工夫ポイント

多職種でのメンバー構成

• 施設長や管理職を中心に、介護職・看護職・リハビリ職・ケアマネジャーなど多職種で構成します。
虐待防止は職種を問わず施設・事業所全体にかかわるテーマであるため、できるだけ多くの職種で
構成されることが望ましいです。

外部メンバーの招聘

• 特に施設サービスでは、弁護士や医師、地域包括支援センター職員、家族代表など、施設外の専
門家や関係者を含めることで第三者からの意見を取り入れ、透明性を確保することも考えられます。
継続的な参加のためにオンラインを活用することもできます。

他の委員会・法人の委員会との連携

• 身体的拘束等適正化委員会などの他の委員会と一体的に運営することで、包括的にリスクマネジ
メントをするとともに、参加者の負担が少なく会議が開催できます。また、法人内の虐待防止検討
委員会と連携することで、法人全体で横断的に虐待防止対策を推進することも有効です。

効率的な会議の開催・情報共有

• 複数委員会の同日での集約開催、開催日を毎月固定するといった工夫によって、委員会の出席
率向上を図ることができます。オンライン会議ツールで会議を開催する場合には、オンライン会議を録
画した動画を欠席者に閲覧してもらい、簡便に情報共有することが可能です。

委員会での事象の報告・確認

• 施設・事業所内で発生した虐待が疑われる事象や虐待と思われる事象は、口頭・報告書・目視
（施設・事業所内のラウンド）などの方法で、委員会で共有します。事象の報告の際は、報告者
への非難や高圧的な追及をせず、話しやすい雰囲気を作ることが大切です。

原因分析・事例共有による再発防止の徹底

• 委員会では、虐待の原因の分析や対策を検討することはもちろん、それを実際のケアに反映し、施
設・事業所内に周知徹底させることが重要です。施設・事業所内で事例が不足する場合は、
ニュース等から事例を取り上げて検討する方法もあります。

施設・事業所の内部と外部で多様な委員構成にして、オープンな委員会にすることを心がけましょう。
虐待や疑わしい事象は、委員会での報告と原因分析を行い、再発防止につなげましょう。

Ⅱ-1. 委員会組織の設置と運営

効果的・効率的な委員会の運営に向けて

施設長 リーダー職 介護職

リハビリ職 ケアマネジャー

弁護士 医師
地域包括
職員

家族や地域
の代表

虐待防止
身体的

拘束等適正化

内部メンバー

委員会の構成メンバー例

※外部メンバー招聘時には参加者の守秘義務など利用者
のプライバシーへの配慮が必要

相談員

看護職

など

など

外部メンバー

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成
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Ⅱ-1. 委員会組織の設置と運営

委員会設置・運営における工夫事例

• 委員に労働衛生部門の担当者を加えることで、職員のストレスマネジメントが虐待防止につながることを理解し、労働環境の調整をしてもらう。

• 一般事務職が参加して、窓口等で家族からいただいた意見を委員会で報告し、対応できるようにしている。

• 法人内の各事業所から1,2名委員を選任し、構成員の職種を網羅する（医師、施設長、事務長、看護師、介護福祉士等）。

• 法人外の弁護士や学識経験者、主治医などに委員会に参加してもらっているため、虐待が発生したとき以外にも、専門的な助言を受けることができる。

• 併設されている地域包括支援センターに委員会のオブザーバーとして入ってもらい、必要に応じて、役所への連携を図ってもらう。

• 家族の代表者から実際の利用状況に基づいた意見を伺う。

• 虐待防止検討委員会は身体的拘束等適正化委員会と重複する内容もあることから、定期的な委員会の開催にあたっては、一体的な運営をしている。

• 独立した委員会ではなく、虐待、事故防止、身体的拘束等、感染症、褥瘡など、すべてリスクマネジメントとして包含した委員会として実施する。

• 委員会としての開催は３カ月に1回だが、ケアプランカンファレンスや、インシデント・アクシデントカンファレンス等、小規模なカンファレンスが複数あり、
毎日虐待防止・リスクマネジメント等の観点から情報共有する機会を設けている。

• 開催時期により委員会への出席率が悪いことが続いたため、委員会ばかりの日を設け、1日の中で多数の委員会を行い、出席率を向上させる。

• 「毎月第〇週〇曜日」のように開催日を設定し、参加職員の予定を組みやすくしている。

• オンライン会議を実施後、欠席者含め録画した動画を閲覧してもらう。

• 気軽に話せる委員会運営を心掛け、小さな気づき等も発言しやすいようにしている。定期的に委員等が施設内をラウンドし、現況を確認している。

• 虐待防止のために、何か気になったことがあれば「懸案事項報告書」を作成・運用している。無記名で報告書を提出してもらい、その内容を委員会や
各部署の会議で共有している。

• 虐待の原因や対策の検討は、介護の基本や理念を検討することにつながるとの考えから、ケア手法の検討もあわせて行っている。

• 要因や前兆を含めて検討する話し合いを行った後、具体的な事例に、利用者・職員の心情や当該の対応が虐待と疑われる理由等の説明を加えて、
資料として施設内に配布している。

• 疑わしい事例が無い場合でも、ニュース等から事例を取り上げ、原因や背景を話し合い、検討に慣れるようにしている。

構成メンバーの工夫（例）

運営形態・開催方法の工夫（例）

検討内容の工夫（例）

内部メンバー
の工夫

外部メンバー
の工夫

運営形態
の工夫

開催方法
の工夫

虐待等の
報告の工夫

原因分析・
再発防止
の工夫

※『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）の掲載事例に加え、
令和7年度老人保健健康増進等事業「介護施設・事業所等における高齢者虐待防止措置等の体制整備の状況等に関する調査研究事業」における施設・事業所ヒアリングであがった工夫事例をもとに記載
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Ⅱ-2. 指針の策定と活用

指針策定にあたって記載すべき事項

基準省令における規定

指針では虐待防止への取り組み方をまとめる

• 介護の現場では、利用者の権利を守り、虐待を防ぐことがとても大切です。そのため、基準省令により「虐待防止のための指針」を作ることが求められています。こ
の指針は、施設や事業所が「虐待を防ぐためにどのように取り組むか」をまとめたものである必要があります。

• 例えば、どんな考え方で取り組むのか、どんな体制やルールで進めるのか、誰が担当するのかなどを検討し、それらを踏まえた指針を作成することが大切です。指針
の作成に向けた検討を丁寧に行うことにより、実際の虐待防止の取組が着実に行われるようにしましょう。

• 施設・事業所内で指針を作成する際は、下記の項目を盛り込む必要があります。

指針に盛り込むべき事項

項目 具体的な内容（例）

1 施設（事業所）における虐待の防止に関する基本的考え方 施設・事業所や法人のサービス提供にあたっての方針等

2 虐待防止検討委員会その他施設（事業所内）の組織に関する事項 委員会の設置、開催、構成、検討事項、検討結果や決定事項の周知方法等

3 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 研修の開催回数、時期、新規採用時の対応、研修の内容、研修記録等

4 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 虐待等の発生原因の分析、再発防止策の策定の取組等

5 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 通報や相談・報告を行う先、その後の動き等

6 成年後見制度の利用支援に関する事項 成年後見制度等の利用者・家族への説明、相談窓口の紹介等の支援方針等

7 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 苦情処理の体制、苦情に虐待関連の内容が含まれていた場合の対応等

8 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 利用者、家族等が指針を閲覧できるようにすること、具体的な閲覧方法

9 その他虐待の防止の推進のために必要な事項 日常の虐待防止の取組、他の事業所・機関との連携内容等

指針とは、虐待防止のために基本方針・組織体制・ルール・研修等を取りまとめた文書です。

※項目は「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の介護サービス施設・事業所の運営基準に対する解釈通知に記載の内容

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成
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Ⅱ-2. 指針の策定と活用

効果的な指針の活用に向けて

指針の策定・活用における工夫ポイント

法人・行政・専門家等への相談

• 指針策定にあたっては、法人内の別の施設・事業所や併設している他のサービス事業所等
との意見交換、行政や専門家（弁護士等）などの相談で、自施設・事業所以外の外部
も巻き込むことで、より客観的・実用的な指針を作成できます。

指針の定期的な確認・見直し

• 指針は、現状に合った内容であるように定期的な見直しを行いましょう。特に、制度改正時
には新制度との整合性を確認し、更新することで、法令遵守と適切なサービス提供を続け
ることが重要です。また、指針を見直す際も行政の担当者に相談できると良いでしょう。

事例や平易な文章による分かりやすい内容

• 指針には「虐待の予防」、「早期発見と適切な対応」、「再発防止」といった事項について記
載することは当然ですが、そのうえで、具体的な事例を交えて説明する、読みやすい平易な
文章にする、といった工夫によって理解度を高めることも重要です。

• 指針は単なる文書にとどまらず、日々の業務に活用できるようにする必要があります。した
がって、フローチャートやチェックシートなどの分かりやすい図等も指針の一部として作成するこ
とで、職員が確認・記憶しやすく、確実に対応できるような工夫も考えられます。

掲示や読み合わせなどによる職員への意識付け

• 回覧・ポスター掲示・社内システムといった職員の目に付きやすい場所に指針を掲示すること
に加え、定期的な読み合わせや共有の場を設けるなど、多様な方法を組み合わせることで、
職員全体が内容を理解し、形だけの指針になることを防ぎながら意識付けを図っていきます。

利用者・家族への広い周知と丁寧な説明

• 利用者・家族に対しては、施設・事業所内の掲示やウェブサイト掲載などで広く周知するとと
もに、契約時などの機会に説明することで、利用者や家族が権利擁護の仕組みを理解し、
安心できるようにすることが重要です。

指針は、外部の意見を積極的に取り入れて策定し、策定後も定期的に内容を見直しましょう。
職員・利用者・家族へ多様な方法で指針を周知・説明し、内容を理解できるようにしましょう。

行政担当者または弁護士等への相談事項の例

⚫ 虐待の定義や範囲
法律で定められている定義や範囲に合っているか

⚫ 抜け漏れの確認
指針に盛り込むべき事項がきちんと記載されているか

⚫ 通報・報告等の手続きの妥当性
どのような時、どのようなルートで通報・報告等を
するのがよいか

⚫ 外部機関との連携体制
行政、地域包括支援センター、警察等と
いつどのように連携すればよいか

⚫ 成年後見制度の活用
どのような場面で成年後見制度を活用するか など

利用者・家族への説明事項の例

⚫ 「虐待をしない、許さない」という姿勢
義務だから作った指針ではなく、
利用者を守るための指針であること

⚫ 虐待等の発見時の対応
万が一、虐待や兆候を発見した時に、
フローに従って適切に対応すること

⚫ 家族からの相談の仕組み
家族で通報・相談したいことがあれば、
窓口で受け付けること

⚫ 職員の定期的な研修
職員が定期的に研修して、
全職員が同じように対応できること など

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成
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Ⅱ-2. 指針の策定と活用

指針の策定・活用における工夫事例

• 各事業所から委員を選出し、法人全体で様々な職種からの意見を集めることができ、より充実した内容で指針を策定できた。

• 自治体や社会福祉協議会、業界団体から出ているひな形やサンプルを参考に、自施設に必要な内容を盛り込んでいる。

• 市の担当部署に相談して策定し、最終的に弁護士に内容の確認を依頼した。

• 「高齢者虐待に対しての指針が風化していないか？」「現状を適切にとらえた指針であるか？」などを中期経営計画の期間ごとに見直している

• 制度変更時には必ず新制度との齟齬確認を中心に見直ししている。

• 法人として統一して見直した内容を整理したうえで、法人内の他施設とも協議しながら、各事業所で補足すべき内容をさらに加えた。

• 地域の複数事業所で合同会議を開催し、他事業所の指針も見ながら見直しを行っている

• 施設設置者の義務として最も実行が求められる「予防」「早期発見」「通報義務」「通報者保護」を明確にしている。

• 具体的な事例を示すことでチェックにも役立つようにした。

• 専門用語をできるだけ省き読みやすいようにした。

• 虐待対応のフローチャートをあわせて作成し、その部分を事業所内に掲示して、普段から職員の目に触れるようにしている。

• 虐待の疑われる状況により早く気が付けるように、チェックシートを作成している。

• 理念書ではなく、手順書として機能するように構成を考えた。

• 毎年必ず回覧と勉強会での読み合わせなどを行い、形だけのものにならないように努めている。

• 指針はポスター化し、カンファレンスなどで読み合わせをしている。委員会で各部署担当へ周知し、部署ごとに職員で共有するようにしている。

• 社内連絡システム上で定期的に指針を掲示し、職員の意識付けに役立てている。

• 苦情解決・身体的拘束等に関する指針やマニュアルを一緒に掲示することで、権利擁護体制が一目でわかるようにしている。

• ウェブサイトに掲載し、家族やその他の方が広く確認できるようにしている。

• 新規の契約書を交わす際に説明している。

指針の策定・見直しプロセスの工夫（例）

指針の内容に関する工夫（例）

指針の周知方法に関する工夫（例）

策定プロセス
の工夫

見直しプロセス
の工夫

指針の内容
の工夫

指針の構成・
体裁の工夫

虐待と疑われ
るケアや虐待
の報告の工夫

利用者・家族等
への周知方法
に関する工夫

※『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）の掲載事例に加え、
令和7年度老人保健健康増進等事業「介護施設・事業所等における高齢者虐待防止措置等の体制整備の状況等に関する調査研究事業」における施設・事業所ヒアリングであがった工夫事例をもとに記載
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Ⅱ-3. 研修の企画と運用

研修の企画と実施内容

基準省令における規定

指針の内容に基づいた定期的な研修の実施が求められている

• 虐待防止検討委員会での検討事項や虐待防止のための指針に規定され
た取組を施設・事業所内の職員に広く周知・共有し、虐待防止に向けた取
組に必要な知識・技術を習得させ、取組の実効性の向上を図るために、
「虐待の防止のための従業者に対する研修」（以下、「虐待防止研修」と
いう。）を定期的に行うことが義務付けられています。

• 虐待防止研修の内容は、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な
知識を普及・啓発するものであり、指針に基づき虐待防止の徹底を行うもの
とされています。また、新規採用時には必ず研修を実施することが重要です。

「虐待」を幅広く捉えて研修を企画・実施する

• 基準省令の趣旨や通知内容等を踏まえると、虐待防止研修で職員が学習
すべき内容は以下の項目を基本とすることが考えられます。まずはこれらの項
目に、施設・事業所の現状を踏まえて、具体的な研修内容を検討しましょう。

研修の内容と企画・実施方法

伝達型と参加型を組み合わせて、幅広く虐待防止の理解を促す研修を企画・実施しましょう。

伝達型と参加型を組み合わせて学習効果を高める

• 虐待防止研修の学習効果を高めるためには、研修の企画や実施方法を
工夫することが重要です。

• 講義や読み合わせのような「伝達型」の研修は、効率的に開催しやすい反
面、実践的な学びが身につきにくい部分もあります。したがって、事例検討・
グループディスカッションなどの「参加型」と組み合わせることが有効です。

• 虐待防止のために「○○してはいけない」という禁止行為だけを伝えると、
代替手段がなくケアが行き詰まりやすくなるので、組織としてコミュニケーショ
ンを取りながら、自ら気づき、考えられるようにすることが重要です。

※「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の介護サービス施設・事業所
の運営基準に対する解釈通知および 「高齢者虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算
の取扱いに係るQ&Aの周知について」（令和7年1月20日事務連絡） に記載の内容

研修内容
• 虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する
• 指針に基づき、虐待の防止の徹底を行う
• 指針に基づく研修プログラムを作成し、実施する
• 研修の内容を記録する

開催頻度
• 定期的な実施（施設系サービス：年2回以上、在宅系サービス：年1回以上）
• 新規採用時には必ず実施することが重要

虐待防止研修に関する通知内容

虐待防止研修で職員が学習すべき内容（基本となる事項）

1 虐待等の防止を図る意義

2 防止のための取組を行うべき対象

3 予防（発生の防止）のために取り組むべき内容

4 悪化防止（早期発見、迅速・適切な対応）のために実施すべき事項

5 再発防止を含めた当該施設等の体制・取り組みの内容・状況

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成
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Ⅱ-3. 研修の企画と運用

効果的・効率的な研修企画・運営に向けて

研修の企画・運用における工夫ポイント

複数の委員会や他事業所との連携

• 施設・事業所の人員が限られていると、研修を企画・運営すること自体が難しい場合があり
ます。そのような時は、複数の委員会や他事業所との連携によって、研修を企画・運営する
ことが有効です。

外部講師の研修による新しい知識の獲得

• 外部研修の参加や外部講師による研修によって、効率的かつ効果的に研修することも考え
られます。例えば外部講師では、法的・医療的専門知識を持つ講師（弁護士・医師等）
を招いて施設・事業所には無い知識を補い、職員の理解をより深めることができます。

オンラインの活用による効率的な実施

• 参加型研修は対面での開催が望ましいですが、伝達型研修では、録画配信やオンライン
会議・eラーニング等を組み合わせることで、場所や時間にとらわれず学習できるとともに、受
講状況の管理や学習結果の評価を通じて研修の質を高めることができます。

参加しやすい仕組みづくり

• 「虐待防止」というテーマの研修に対して職員に重たい印象を与える可能性があるため、話
しやすい雰囲気づくりなどの心理的ハードルを下げる工夫があると良いです。また、短時間で
の開催や複数日程から選べる形式にすることで、参加率の向上を図れます。

参加型研修によるアクションの促進

• 講義などの伝達型研修に加えて、グループ討議やロールプレイなどの参加型研修を取り入れ
ることで、職員が「自分ごと」として言動を振り返り、利用者視点を理解して、主体的に改善
策を考えられるようにする、といった主体的なアクションを促すことが重要です。

研修後の理解度推進

• 研修後に理解度確認のテストや個別目標設定などの取組を行い、学習内容の定着と実
践への意欲を高めて、組織全体で虐待防止の取組を継続していきましょう。

委員会や他事業所との連携、外部講師の活用によって効率的・効果的に研修を開催できます。
研修と効果測定を繰り返すことで、虐待防止への理解が定着し、現場での改善につながります。

他事業所との連携による研修

A事業所 B事業所

連携して
企画・運営

オンラインの活用

オンライン講義eラーニング

参加型研修の実施

グループ討議

ロールプレイ

職員役 高齢者役

弁護士

医師

外
部
講
師
の
招
聘

研修後の理解度促進

個別目標の設定

理解度テスト

など

参考：本ページは『施設・事業所における高齢者虐待防止のための体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例－[令和4年3月版]』（認知症介護研究・研修仙台センター）を参考に日本総研作成

※「「令和６年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）（令和６年３月15日）」の送付について」（令和6年3月15日事務連
絡）別紙QA問170に記載


